
2022年9月13日

第1回 大学等の「知」の価値の可視化に係る課題検討WG
経済産業省 大学連携推進室

「ダイキン工業の協創連携について」
～ 組織対組織での課題設定型包括連携の推進 ～

執行役員 テクノロジー・イノベーションセンター
副センター長（産官学連携担当）

河原 克己



FUSION25の重点戦略9テーマ
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変化の時代における経営の構え

～ 自前主義への拘りを捨て、協創へ ～

〇自前主義からの脱却
・「自前主義」と「完璧主義」への拘りを捨て、オープン

イノベーションによる「多産多死」の経営を志向

・企業の合従連衡やM&Aは、経営の選択肢の１つ

〇産官学連携による “協創” へ
・技術のオープン化戦略：オープン化する技術と

ブラックボックス化してクローズにする技術を層別

・中国空調最大手「格力電器」との提携

・東大・京大・阪大・同志社大・奈良先端大・鳥取大、

理研、産総研、清華大と次々に包括連携を拡大

（神大とも連携構想を具体化中）

・「一人ひとりの力を合わせ、思いを連鎖させる“協創”へ」
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〇ダイキン流「協創」の狙い
⇒ VUCAの時代、かつ猛烈なパラダイムシフト（DX、GX）の

中での、文理融合で周知を結集したビジョン構築
⇒ 専業企業に近い当社の技術戦略において、非コア技術領域、

新分野技術領域、最先端技術領域での成果創出を加速
⇒ 人材交流の活性化による、多様な雇用形態の実現、異質な

人材との協創活動の実践

〇ダイキン流「協創」の特長

⇒ 組織対組織での包括連携、トップ～幹部～現場が渾然一体

となった活動

⇒ 課題設定型、「問いから一緒に考える」

⇒ 共同研究のみでなく、活発な人材交流（クロスアポイント

メント、グローバルインターンシップ、ベンチャー連携）

協創イノベーションの狙い・特長



産学連携のパラダイムシフト

～ 組織対組織の包括連携へ ～
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産学連携のパラダイムシフト（２）
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協創イノベーションネットワーク

7
Copyright (C) 2022 DAIKIN INDUSTRIES, ltd. All Rights Reserved



大学等が提供する「知」の価値とは
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〇あくまでも、対価を支払うであろう企業から見たときに、どちらに対価
を支払いたいか？ ⇒ 企業は成果に対価を支払いたい。

〇決して基礎研究の意義を否定しているのではありません。
大学を経営体と見たときに、研究費用の対価のあり方を考えた場合です。

〇有名なコンサルティングファームの、コンサルティング費用の決め方にも
通ずる（議論のポイントが似ている）話かもしれません。

【共同研究Ａ】

＜インプット＞
〇研究期間 １０年
〇研究人員 １０名
〇活用データ 数百万点
〇参考文献 数百件

＜アウトプット＞
〇貴重な知識として蓄積

＞

＜

【共同研究Ｂ】

＜インプット＞
〇研究期間 ２年
〇研究人員 ２名
〇活用データ １０点
〇参考文献 ３件

＜アウトプット＞
〇技術成果を搭載した製品が

大ヒット。
〇シェアNo.1を獲得。



大学等が提供する「知」の価値とは
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〇「大学が経営体になることを目指す」ことを前提にすると、市場競争に
おいて貨幣換算できる価値は、アウトプットの市場価値ではないか。

〇従って、インプットの「無形資産」の価値の大小ではなく、事業効果の
大きなアウトプットに、企業は大きな対価を支払いたい。

〇「無形資産」の価値化は、市場原理でなく、税金・共通経費・寄付になら
ざるを得ないのではないか。（単に値上げすると産学研究は減少する）

＜アウトプット＞

〇技術・製品・サービス

〇知財（特許）

〇ソフトウェア

〇論文

〇標準化戦略

〇広報・宣伝効果

＜インプット＞

〇直接コスト
・労務費、実験費
・設備投資、等

〇無形資産
・蓄積した知財
・蓄積した技術
・データ
・ノウハウ
・学術的知見
・経験



知財契約による研究成果の価値化（例）
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〇国内の大学・国研でも、知財契約の方針は大きく違う。
以下は、上手く価値化出来たのではないかと考える一例
である。

〇大学から企業への知的財産の譲渡・独占【初期対価】、及
び事業成果のフィードバック【貢献時対価】

【特許譲渡・独占】
～【初期対価 （数万円～数百万円）】

＊1件ごと～パック価格まで
～【貢献時対価（事業貢献ロイヤリティ）】

＊当社社員と同じ算出。
＊研究者個人に対し最大数千万円規模。
＊組織に対しその２～3倍の規模。

⇒ 「知財の対価」は企業にとって比較的に検討が容易。



「知」の価値化について
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〇企業から見ると、アウトプットの対価は大きく支払い易い。

〇知財の譲渡・独占に対する対価支払いの契約は現在も運用
している。（企業研究者と同等レベル＋組織への対価）

〇「知の無形資産」のコスト計上に反対しているわけでは
ない。共通経費の計上は進めればよいと考える。

〇一方で、企業から市場価値基準で判断して、産学連携費用
が「割高」だと判断されると、決して産学連携規模は拡大
しない。むしろ産学研究テーマが減少する。

〇従って、高いレベルの無形資産を活用し、大きな市場価値
の成果創出を目指すことが、「大学が経営体を目指す」と
いうことであると考える。




